
つまずきをバネに

2020年11月13日
足立区教育長 定野 司

行政改革推進本部「秋のレビュー」資料

～貧困の連鎖を断ち切る教育をめざして～

足立区ビューティフル・スクール運動実施中



足立区の概要

 面積 （2016年10月1日現在）

53.25㎢
 人口 （2018年1月1日現在）

685,447人
 学校数・児童生徒数 （2018年5月1日現在）

小学校：69校 31,669人
中学校：35校 13,434人

 就学援助率 （2019年3月31日現在）

小学校：27.6％ 東京都 20.5％
中学校：36.7％ 全国 15.4％

（東京都、全国は2015年調べ）

位置
東京23区の最北端





0歳から16歳までが対象 足立区教育委員会

1 保育部門を教育委員会に編入
2 教育大綱に、子どもの貧困対策を位置づける

POINT

平成
23年

平成
25年

平成
27年

❶基礎学力定着を推進する
組織と就学前教育を所管す
るを組織を新設
➋福祉部から養育支援を所
管する部門を教育委員会に
編入し、こども支援セン
ターげんきを設置

保育園・幼稚園を
所管する子ども家
庭部を、教育委員
会に編入

❶新教育委員会制
度に移行
➋足立区教育大綱
を策定

2 足立区教育大綱

1 福祉部門との融合

乳幼児期 学齢期 成人期

様々な出会いやかかわ
りを通じて、たくまし
く成長する素地を作る

ともに歩み、磨き合い
ながら自身の道を切り
拓く力を培う

自ら学ぶとともに、そ
の経験を社会に還元す
る意欲を育てる

夢や希望を信じて生き抜く人づくり ❶誰もが子どもを支える主役
➋貧困の連鎖を断ち切る教育

（子どもの貧困対策）



幼・保 中小 高
０歳 １６歳

小１
プロブレム

中１
ギャップ

高１
クライシス

幼保小連携 小中連携 中高連携

※中高連携で実現したいこと（例）

①情報提供 学校設置の違いを越えて（中→高）

②追跡調査 進学した生徒がどうなっているのか（高→中）

③不本意入学対策 進路指導（中）・中退予防と対応（高）

16歳 高校中途退学対策 足立区教育委員会



教育と福祉の融合 こども支援センターげんき

子供への支援を円滑に行うため、同じ建物内で福祉と教育
（心理）部門を一体化

POINT

支援管理課

教育相談課 こども家庭支援課

●発達相談
（主に未就学児）
●特別支援教育
●就学相談

●教育相談
（小学校から高校段階まで）
●学校相談（SC,SSW）
●不登校支援

●子育て相談
●養育困難家庭への支援
●児童虐待対応

こども支援センターげんき

福祉系と教育系の両方

主に教育系 主に福祉系



福祉施策を教育施策に転換 不登校支援（家庭学習支援）

福祉施策を発展させ、不登校施策として新たに事業を再構築
（登校できない児童生徒の家庭を訪問し、学習支援を実施）

POINT

委託事業者
（学習支援中心）

ICTを活
用した学
習支援

家庭に指
導員を派
遣する学
習支援

教育相談課

SC、教育
相談によ
る心理相
談

SSWによ
る家庭支
援

外出の働きかけ
（学校復帰やオルタナティブ教育の提案）

学校

個別学習計画
の策定

学校復帰支援
福祉部局の事業

（家庭教師派遣）

不登校児童のための家庭学習支援事業
（アウトリーチ支援）

学校への復帰（別室登校）又は教育支援センター（適応指導教室）等
への通級を目指す。



教育と福祉の連携 福祉施策の居場所を不登校支援に活用

教育支援センター（適応指導教室）にも通えない不登校児
童生徒を受け入れる居場所を、福祉部と連携して設置

POINT

居場所を兼ねた
学習支援
《NPO連携》

３箇所

あすテップ

２箇所

チャレンジ学級
（教育支援センター）

３箇所

中学校内

学習活動重視（学校に近い環境）居場所機能重視（集団生活に慣れる）

学校外・区施設民間委託施設内

チャレンジ学級西新井
チャレンジ学級綾瀬

チャレンジ学級綾瀬

チャレンジ学級西新井

チャレンジ学級竹の塚

居場所を兼ねた
学習支援（中部）

居場所を兼ねた
学習支援（西部）

あすテップはなほ

あすテップなでしこ

居場所を兼ねた
学習支援（東部）

平成２１年度 令和２年度

福祉部（民間団体と
の連携も）と協力し、
居場所が４倍に増加



教育と福祉の連携 足立はばたき塾

趣旨 ●成績上位で学習意欲も高いが、家庭の状況等により
塾などの学習機会の少ない中学３年生の進学を支援

●「進学指導重点校」などの都立難関校等がターゲット

定員 １００名

教科 数学・英語を中心に国語・社会・理科、面接指導までフォロー

講師 教科・進学指導に知識・経験を有する民間講師

期間 中３の４月～２月 毎週土曜＋夏季・冬季講座

教育と福祉の連携による、学力格差や経済格差の解消
（所得要件＆学力選考で選定）

POINT



授業

分析

確認

（学力調査）

活用

学力定着の状況を客観的に直視する必要
※ 授業だけでは完全に理解しきれない子どもは必ずいる

⇒ 「学力調査結果」は定着度の確認ツールとして活用
誤答から「つまずき」の発見

授業改善

補習

 対象者を絞り、意図的・効果的な個に応じた指導を実施
 学習定着度をクラス単位で把握し、対策を講じるべき単元や領域

を認識

Ｓ－Ｐ表分析により、得点状況か
らは把握できない被験者の個々の
問題における成就度や苦手意識な
どを把握
Ｓ：Student score（得点）
Ｐ：Problem score（正答数）

学力向上策 学力調査（Ｓ－Ｐ表分析）



中１夏季勉強合宿１年生対象

数学チャレンジ講座１・２年生対象

英語チャレンジ講座１年生対象

小学校の算数のつまずきを克服し、中学校の勉強に追いつくことを目的
に宿泊勉強会を実施（各校より推薦）。

中学１・２年次に習得すべき数学の基礎的･基本的な学力を身に付
ける補習講座を実施（各校20名）。

「英語大好き」な中学生を育てるために、中学１年生の前期に英語へ
の苦手意識が生じ始めた生徒を対象に補習を実施（各校15名）。

足立はばたき塾３年生対象

成績上位で学習意欲も高いが、経済的理由等で塾等の学習機会の
少ない中学３年生を対象にした勉強会を実施（区内100名）。

そだち指導３・４年生対象

国語・算数の授業で定着度が十分ではない児
童に対し、つまずきの早期解消のために別教室
で専門の指導員が個別に学習指導を実施。

ＭＩＭ（多層指導モデル）１年生対象

学習の基礎となる「流暢な読み」を目指し、異な
る学力層の子どもに対応した指導・支援を実施
（全校各クラス）。

あだち夏休み学習教室２～５年生対象

夏休み前までに習得すべき基礎的・基本的な
学力などを確実に身に付けられるよう、少人数
指導を実施（各校の状況に応じた内容・コース
設定）。

魅力ある授業の実現をめざして

小学校段階 中学校段階

小中連携教育事業教員対象

小学校・中学校合同での研修や授業交流などにより、９年間を見通し
た授業づくりや学びの連続性を意識した教育活動などを研究・実践。

教科指導専門員制度教員対象

教員の授業改善・充実のため、専門性の高い非常勤職
員が巡回指導を実施。

学力向上策 つまづき・苦手意識の解消



子供を通じた関連部署の協働 健康情報の一元管理

乳幼児から義務教育段階終了（保育園･幼稚園･学校）まで
の健康診断データを管理

POINT

健康情報の一元管理

3～4ヵ月健診
1歳6ヵ月健診
3歳児健診

あだちっ子
歯科健診

小学校
定期健康診断

中学校
定期健康診断

こんにちは
赤ちゃん訪問

糖尿病対策アクションプラン
歯科口腔保健対策編 おいしい給食・食育対策編

0歳 7歳 13歳 15歳



幼児教育と衛生施策との連携 あだちっ子歯科健診

むし歯予防および早期の治療で健康の改善を図り、さらに子
どもの貧困対策にも繋げる。

POINT

①統一基準の歯科健診

②丁寧な受診勧奨

③結果の集計･分析･フィードバック

※開始６年目、年少児(４歳)～年長児(６歳)の全ての子ども対象

子どもの歯・口の状態を保護者に理解してい
ただく

歯科健診の結果、治療が必要な園児を医療機
関につなげる

結果を集計し、園児の歯・口の健康状態の分
析や今後の取り組みに活用する



取り組みの成果 あだちっ子歯科健診

むし歯の本数

<H27>

<H29>

<R1>

非生活困難世帯 生活困難世帯

未通園児も含めて、全ての子どもに受診の勧奨を継続した
結果、虫歯が1本もない子どもの割合が大幅に改善

POINT



学校と衛生施策の連携 子どもの健康・生活実態調査

学年進行による、健康や生活実態の変化を追跡・検証
（衛生部が企画し、学校を通じて配布・回収）

POINT

年度
2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

対象者
その１
(2008年
生まれ)

小1 小2 小3 小4 小5 小6 中1 中2 中3

対象者
その2

小4小6
中2

（一部）

小6中2
（一部）

中2
（一部）

対象者
その3

小1
（2010年

生まれ）

小１
（2012年

生まれ）

小1
（2014年

生まれ）

小1
（2016年

生まれ）

同じ集団を追跡することで、継時的変化及び因果関係を調査

同じ年代を継続的に見て、政策（妊娠期支援）を評価

他年代の実態把握及び対象者その１との比較

【調査時期】 平成28年10月（平成27年度は11月本格実施）
【実施方法】 無記名アンケート方式（国立成育医療研究センター研究所と東京医科歯科大学が集計・分析）
【回答状況】 小２ 4,358名 （有効回答率81.4％） ※小１ 4,291名 （有効回答率80.1％）

小４ 534名（同86.7％） 小６ 530名（同85.1％） 中２ 588名（同77.9％）
※小１・小２は保護者のみ、小４・小６・中２は保護者と子どもがそれぞれ回答



調査から見えてきたこと① 子どもの健康・生活実態調査
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思いやりや気づかいなどこころの
発達が懸念される子どもの割合

麻しん・風しんワクチン（自己負
担なし）未摂取の子どもの割合

非生活困難 生活困難

保護者が困ったときに相談できる相手がいると子どもの健康リスクが
軽減する可能性がある

非生活困難 生活困難



調査から見えてきたこと② 子どもの健康・生活実態調査

子どもが地域活動（近所のお祭り・子ども会・児童館等の教
室など）に参加していると、逆境を乗り越える力を培える可能性

がある。特に生活困難世帯で顕著

「登校しぶり」「朝食欠食」「５本以上のむし歯」などへの影響も緩和傾向にあり、高学年では「幸福
度」も高くなる

【逆境を乗り越える力（自己肯定感・自己制御能力など）がある子どもの割合】



調査から見えてきたこと③ 子どもの健康・生活実態調査

食事を野菜から食べる習慣が肥満を予防する

①野菜から食べている子どものほうが、肥満傾向の割合が低い。

②肥満傾向の子どもの割合は区立保育園で特に高いことがわかっていたため、
この対策として、区では野菜から食べる習慣を身につける取組みを、区立保
育園で強く推し進めてきた。

③その結果、食事を野菜から食べている場合の肥満傾向は、私立保育園・幼
稚園に比べて、区立保育園で特に低くなった。



調査から見えてきたこと④ 子どもの健康・生活実態調査



ご清聴ありがとうございました

足立区ビューティフル・スクール運動実施中


